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2019年10月31日 

株式会社マネースクエアＨＤ 

マネースクエアＨＤ 

Fintech分野で日本初の特許権侵害訴訟 

全面勝訴確定のお知らせ 

株式会社マネースクエアＨＤ（本社：東京都港区、代表取締役社長：藤井靖之、以下「当社」といいま

す。）は、株式会社外為オンライン（以下「外為オンライン」といいます。）に対し、同社が提供していた

「サイクル注文（※1）」及び「ｉサイクル注文（※2）」のサービスの停止を求める特許権侵害訴訟を提起

し、知的財産高等裁判所において、これらのサービスの停止を命じる全面勝訴判決を得ました（サイクル注

文については、2017 年 12 月 21 日に、ｉサイクル注文については 2019 年 10 月 8 日に、その停止を認める

判決が言い渡され、現在、それらのサービスは終了しています。）が、この度外為オンラインが本件侵害訴

訟に関し上告を断念したことを受けて、当社の全面勝訴の判決が確定いたしましたのでお知らせいたします。

（2019 年 10 月 8 日配信プレスリリース（ＰＤＦ）はこちらご参照ください。） 

 

■ 今回の判決の意義について 

今回の判決は Fintech 分野の特許権侵害訴訟における、我が国初めての全面勝訴判決であり、特許権に基

づき他社が提供する金融サービスが禁止されるという画期的な判決となりました。 

当社は、Fintech という言葉さえなかった 2002 年の設立当初から、金融商品取引の革新を目指し、決して

投機に走らず、誰もが時間をかけずに中長期的に投資としての資産運用を行なえるための金融商品取引関連

の技術開発・研究を積極的に行い、その成果を特許権という形で数多く保有してまいりました。 

Fintech を含めたビジネスモデル特許の知財訴訟では多くが和解または原告敗訴となる中での今回の判決

は、我が国の同分野での知財戦略に一石を投じる結果をもたらすものであり、当社においても引き続きお客

様とともに資産運用のパートナーとして蓄積されてきたノウハウを独自の知的財産として有効活用してまい

ります。また、この度の判決は、当社にとって大きな意義があるのみならず、今後、Fintech を含むあらゆ

るサービスにおいて、改めて知的財産権の重要性を高め、我が国の産業発展に新たな活力を吹き込む契機と

なることを期待しております。 

これら当社独自のビジネスモデルは今も変わっておらず、昨年には当社の存在意義としての「Strategy 

Statement」を策定し、かつ経営資源の重要項目には知的財産権が位置付けられています。（当社の知的財産

の概略については、当社サイト「知的財産」ページをご参照ください。） 

 

■ FX 業界のパイオニアとして Fintech 業界の健全な成長に寄与いたします 

当社は、今後もお客様にとって最適な資産運用のパートナーになるべく、保有する知的財産権を最大限に

活用し、当社の権利を無断で侵害する他社のサービス等については、積極的な法的措置を検討すると共に、

協力可能な他社との間にはライセンスを含めた権利の開放を行うオープン＆クローズ戦略を用いて、業界や

市場の健全な成長に寄与してまいります。 
 

（※1）サイクル注文とは、複数のイフダン注文を複数の価格帯に設定してそれらのイフダン注文を繰り返す注文方法。 

（※2）ｉサイクル注文とは、サイクル注文の機能に加え、設定したレンジの変動幅が相場の上昇下落に合わせて自動で

レンジシフトし、自動発注を繰り返す注文方法。 

https://www.m2hd.co.jp/pdf/press/20191008_07_Gai0_m2hd.pdf
https://www.m2hd.co.jp/company/intellectual-property
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■ 当社の Strategy Statement 

マネースクエアは、取引に時間をかけず、ミドルリスク・ミドルリターンを取り入れた中長期的な資産形

成を目指すお客様層に対して、トラリピのテクノロジーと、そのテクノロジーを十二分に活かすための投

資家教育の両方を差別化要因としながら、マーケットボラティリティを活用した資産成長の機会を提供す

る顧客本位の Fintech（アセットマネジメントテック）企業として、より豊かな社会を創造する 

 

■ 株式会社マネースクエアＨＤ 概要 

当社は傘下に、主に外国為替証拠金取引業を営む株式会社マネースクエア、そして海外子会社である MONEY 

SQUARE INTERNATIONAL, INC.を保有する純粋持株会社です。 

 

U R L ：https://www.m2hd.co.jp/ 
会 社 名 ：株式会社マネースクエアＨＤ（MONEY SQUARE HOLDINGS, INC.） 
本 社 ：東京都港区赤坂９丁目７番１号 ミッドタウン・タワー40F 

TEL(03)3470-5077 FAX(03)3470-5053 
代 表 者 ：代表取締役社長 藤井 靖之 
創 業 ：2002 年 10 月 10 日 
設 立 ：2016 年 8 月 12 日 
資 本 金 ：31 億 0,637 万円（2019 年 3 月 31 日現在） 

事 業 概 要 ：グループ会社株式保有によるグループ経営企画・管理、子会社の管理業務委託等 

 

 

■ 本件に関するお問い合わせ先 

(株)マネースクエアＨＤ 経営企画室 竹島、大里 

Tel：03-3470-5082（直通） E-mail：press@m2j.co.jp 

https://www.m2hd.co.jp/
https://www.m2hd.co.jp/
mailto:press@m2j.co.jp

